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論文内容要旨
【目的】
現金給付の賛否について介護保険創設時から現在に至るまで、有識者の間で議論が重ねられたが
見解は得られていない。そこで、本研究は在宅の介護者を対象に、家族介護に対する介護保険の枠
組みの下での現金給付の賛否とその要因、現金給付の希望水準額、現金給付に対する介護者の意向
を明らかにし、家族介護に対する全般的な支援のあり方を検討する。
{方法】
全国の在宅介護をしている 850 世帯の主介護者を対象に、自記式のアンケート調査を実施した口
調査内容は、介護保険における現金給付の賛否、介護の状況、サービス利用状況、現金給付の希望
水準額として、介護労働 1 時間あたりの最低受け入れ意思額(Willingness to Accept; WTA)である。
また、現金給付に対する介護者の意向としてサービス利用の変更、経済的負担の許容、現金給付と
引き替えに課せられる条件の是非をたずねたD 分析は、現行制度にはない現金給付の賛否に関連す
る要因は階層的な多変量ロジスティック回帰分析を実施し、希望水準額と介護者の意向は現金給付
の賛否による 2 群を比較した。
{結果】
有効回答は 350 世帯(有効回答率 41.2%)であり、介護者の平均年齢は 63.7 歳、性別は女性 73.4%、
配偶者が 42.0%を占めた。介護の状況をみると、介護期間は平均 66.2 ヶ月、介護時間は平均 12.0
時間/目、要介護 4、 5 の割合は各 18.8% 、 39.0%であった。現金給付の賛否は、反対 33.3%、賛成
37.4%、どちらともいえない 29.3%であった。現金給付に関わる要因は、「経済的に利用できないサ
ービス」、「介護費用の負担感」、「問題行動数J 、「地域に存在しないサービス」で、あった。
現金給付の希望水準額は現状の介護 1 時間あたり約 1.000 円であり、家族介護を 1 時間増加させ
た場合は 1 ，000'"'"'1 ， 500 円程度であった。介護者に現金が給付されると仮定した場合に利用を減らす
サービスがあると回答した者は 12.5%で、現金給付の賛否で有意な差はみられなかった。
許容できる経済的負担は、現金給付の賛否で差がなく現在の保険料などの1.2 倍で、あった口現金
給付と引き替えに課せられる条件として、「家族介護の計画立案・評価」、「ヘルパー資格の取得」、
「給付金の使途説明」の導入を可とした介護者の割合は、いずれも 2'"'"'3 割で、あった。
【考察】
介護保険制度の枠組みの下で現金給付の導入に賛成する介護者は 4 割弱であり、利用できるサー
ビスの選択肢があっても、経済的理由によってサービスを利用できない場合に現金給付を望む傾向
がうかがえた。一方、要介護者の問題行動が多い、地域にサービスがない場合には現金給付を望ま
ず、サービスの整備が必要と考える傾向にある。
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現金給付における介護 1 時間あたりの希望額は 1 ，000 円であり、一般的な賃金水準(平成 21 年賃
金構造基本統計調査)と比較しでも、妥当な金額といえる。現金給付を導入した場合の介護者の意向
は、現金給付か現物給付かの二者択一ではなく、現物給付と現金給付の双方を希望していることが
うかがえる。また、介護保険の利便性や質が高ければ、応分の経済的負担をすることもいとわない
ことがうかがえる。
介護保険の見直しで現金給付が導入された場合、介護の質の維持が課題となる。本調査の結果か
らは、現金給付に賛成で、あっても新たな条件が課されることに対する抵抗感は強いことが判明した。
家族介護の質の保証は、専門職が定期的に訪問し、ケアプランを立て、介護の指導を行ったり、介
護の状況をモニタリングするなどの制度上の工夫が必要と考えられる。
【結論】
現金給付の導入には、介護者の 4 割弱が賛成している。賛成とする要因としては、介護費用の負担
が大きいこと、介護サービスの利用が経済面で制限されることなどサービス利用に係る経済問題が
大きいことが明らかとなった。一方、反対とする要因としては、要介護者に問題行動が多いこと、
地域に介護サービスがないことなどである。現金給付の希望額は時給 1.000 円であり、また、介護
の利便性が高まれば応分の自己負担はいとわないことがうかがえた。しかし家族介護の質を評価さ
れることには抵抗感が少なくなく、家族介護に対する支援として現金を給付するにあたっては、介
護の質を担保する仕組みが欠かせないと考えられる。
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介護保険における、家族介護に対する現金給付の賛否とその要因、現金給付の希望水準額、
現金給付に対する介護者の意向を明らかにし、家族介護に対する支援のあり方を検討すること
を目的とした論文である。在宅介護を行う全国 850 世帯の主たる介護者を対象に、現金給付の
賛否、介護の状況、サービスの利用状況、現金給付の希望水準額 (Willingness to Accept:WTA) 、
経済的負担の許容、現金給付と引き替えに課せられる条件等について、自記式のアンケート調
査を実施し、現金給付の賛否に関連する要因は、階層的な多変量ロジスティック回帰分析、希
望水準額と介護者の意向は、現金給付の賛否による 2 群比較を行っている。
有効回答は 350 世帯(回答率 41. 2泊、平均年齢 63. 7 歳)で、現金給付の賛否は、賛成 37. 側、
反対 33.3施、どちらともいえない 29.3見であり、現金給付に関わる要因は、経済的に利用でき
ないサービス、介護費用の負担感、問題行動数、地域に存在しないサーピスである。現金給付
の希望水準額は、現状の介護 1 時間あたり約 1 ， 000 円、家族介護を 1 時間増加させた場合は
1 ， 000"'-'1 ， 500 円程度であり、許容できる経済的負担は、現金給付の賛否で差がなく現在の保
険料などの1. 2 倍である。また、介護者に現金が給付された場合、利用を減らすサービスがあ
ると回答した者は 12.5覧で、現金給付の賛否で有意な差はみられないとしている。調査結果か
ら、現金給付を導入した場合の介護者の意向は、現金給付か現物給付かの二者択一ではなく、
現物給付と現金給付の双方を希望していること、介護保険の利便性や質が高ければ、応分の経
済的負担をすることも厭わないことが窺えるとしている。
現金給付は、わが国の介護保険では認められていないが、 ドイツ等では制度化されており、
介護保険の見直し議論でもこれが論点の一つになる見込みである。本論文では、現金給付の可
否を当事者から探り、その具体的な金額を WTA で推計するとともに、現金給付が導入された場
合、家族による介護の質を担保する仕組みについて、掘り下げた考察が行われている。
よって，本論文は博士(医学)の学位論文として合格と認める。
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